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(様式１)

（39）ごみ処理事業

番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分 経過措置 番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分 経過措置

１ 一般廃棄物処理計画 ○ ○ ○ Ｂ 21

２ ごみ減量化の普及・啓発 ○ ○ ○ Ｂ 22

３ 一般廃棄物処理業の許可 ○ ○ ○ Ｂ ※ 23

４ ごみの収集方法・収集状況 ○ ○ ○ Ｂ ※ 24

５ 不法投棄防止 ○ ○ ○ Ｂ 25

６
産業廃棄物処理業および特別管理産業廃棄
物処理業の許可

○ × × Ｂ 26

７
一般廃棄物処理施設および産業廃棄物処理
施設の設置許可等

○ × × Ｂ 27

８ 産業廃棄物の再生利用業者の指定等 ○ × × Ｂ 28

９ 一般廃棄物の再生利用業者の指定等 ○ × × Ｂ 29

10
産業廃棄物および特別管理産業廃棄物排出
事業者・排出事業者の指導、監督

○ × × Ｂ 30

11 産業廃棄物排出事業者の減量化 ○ × × Ｂ 31

12 ごみ資源化（家電リサイクル法関連） ○ ○ ○ Ｂ 32

13 ごみ資源化（啓発活動・排出抑制） ○ ○ ○ Ｂ 33

14 家庭系廃棄物減量・再資源化事業 ○ × × Ｂ 34

15 事業系廃棄物減量・再資源化事業 ○ × × Ｂ 35

16 ごみ資源化（容器包装リサイクル法関連） ○ ○ ○ Ｂ 36

17 指定ごみ袋承認 ○ × × Ｂ 37

18 古紙ステーション回収システム支援経費 ○ ○ ○ Ｂ 38

19 39

20 40

（注１）該当する項目（事務事業名等）を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）「区分」欄には、調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：統一、Ｃ：廃止）

（注３）「経過措置」欄には、調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に※印を表示。

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　（案）　総　括　表

環境専門部会
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(様式２)

（39）ごみ処理事業 環境専門部会

秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

１　一般廃棄物処理計画 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
６条に基づき、区域内の一般廃棄物の
処理に関する基本的な事項について定
める基本計画と、その具体策を定めた
実施計画を策定し、告示する。

①秋田市一般廃棄物処理基本計画
　ごみ処理基本計画と生活排水処理の
基本計画
　計画期間　10年間（平成13年度から
平成22年度）
②秋田市分別収集計画
　計画の期間　５年間（平成15年４月
を始期とする５カ年）
③秋田市一般廃棄物処理実施計画
　計画処理区域から排出される一般廃
棄物の年度毎の計画

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
６条に基づき、区域内の一般廃棄物の
処理に関する基本的な事項について定
める実施計画を策定し、告示する。

①河辺町一般廃棄物処理計画
　可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみ・資
源ごみ・し尿・浄化槽汚泥についての
年次計画
②河辺町生活排水処理基本計画
　生活雑排水、し尿、浄化槽汚泥の処
理について平成20年度を目標に計画を
策定。

③容器包装廃棄物に係わる分別収集計
画

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
6条に基づき、区域内の一般廃棄物の
処理に関する基本的な事項について定
める基本計画と基本計画の実施のため
に必要な実施計画を策定し、告示す
る。

①雄和町一般廃棄物処理基本計画
　ごみ処理基本計画と生活排水処理基
本計画とで構成。計画期間を平成11年
度から平成20年度までの10年間とし、
概ね５年ごとに見直す。

②雄和町一般廃棄物処理実施計画
　一般廃棄物の処理についての年次計
画

合併時に秋田市の制
度に統一する。

２　ごみ減量化の普及・啓
　発

環境への負荷の低減や限りある資源の
有効利用を図るため、分別収集やリサ
イクルによるごみの減量化について、
啓発事業を実施する。
①ごみ減量化啓発事業や環境基金（環
境貯金箱）等により、市民・事業者に
対し廃棄物の発生抑制に関する意識の
啓発を行う。
②ごみの減量や分別、出し方について
周知・徹底する。

環境への負荷の低減や限りある資源の
有効利用を図るため、分別収集やリサ
イクルによるごみの減量化について、
啓発事業を実施する。
①ごみ減量化啓発事業
町民、事業者に対し廃棄物の発生抑制
に関する意識の啓発を行う。
②ごみの減量や分別、出し方について
周知・徹底する。

環境への負荷の低減や限りある資源の
有効利用を図るため、分別収集やリサ
イクルによるごみの減量化について、
啓発事業を実施する
①ごみ減量化啓発事業
町民、事業者に対し廃棄物の発生抑制
に関する意識の啓発を行う。
②ごみの減量や分別、出し方について
周知・徹底する。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

３　一般廃棄物処理業の許
　可

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
７条第１項、第４項に定める許可を行
う。
収集運搬許可業者数　27者

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
７条第１項、第４項に定める許可を行
う。
収集運搬許可業者数　１者

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
７条第１項、第４項に定める許可を行
う。
収集許可業者数　１者

収集運搬許可業者へ
の新市域での許可区
域をどのように取り
扱うか。

合併時に秋田市の制
度に統一する。ただ
し、収集運搬業の許
可区域は、許可期限
まで現行どおりとす
る。

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　（案）

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）
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秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

４　ごみの収集方法・収集
　状況

【家庭ごみ】
週２回収集（ステーション方式）
【資源化物】（ステーション方式）
①金属類　　　　　　月１回収集
②ペットボトル　　　月２回収集
③空きびん、ガス・スプレー缶
　　　　　　　　　　月２回収集
④空き缶、使用済み乾電池
　　　　　　　　　　月２回収集
⑤古紙　　　　　　　月２回収集
【粗大ごみ】
　週１回有料収集

【家庭ごみ】
  週２回収集（ステーション方式）
【資源化物】（ステーション方式）
①金属類　　　　　　　月２回収集
②ペットボトル　　　　月２回収集
③空きびん、空き缶　　月２回収集
④ガス・スプレー缶、使用済み乾電
　池、古紙　　　　　　月１回収集

【粗大ごみ】
  年２回無料収集(ステーション方式)

【家庭ごみ】
  週２回収集（ステーション方式）
【資源化物】（ステーション方式）
①金属類　　　　　　　月１回収集
②ペットボトル　　　　月１回収集
③空きびん、ガス・スプレー缶、空
　き缶、使用済み乾電池
　　　　　　　　　　　月２回収集
④古紙　　　　　　　　月１回収集
⑤古布　　　　　　　　年３回収集
【粗大ごみ】
  年２回無料収集(ステーション方式)

２町の粗大ごみや古
布の収集方法が秋田
市と異なる。

平成17年度から秋田
市の制度に統一す
る。

５　不法投棄防止 廃棄物の不法投棄を防止するため、不
法投棄監視員の配置や監視パトロー
ル、不法投棄物の撤去等を行う。

ごみの不法投棄の早期発見と未然防止
のため、不法投棄監視員６名によるパ
トロールの実施や不法投棄者が不明な
場合の廃棄物の撤去等を行う。

廃棄物の不法投棄を防止するため、町
内に32名の不法投棄監視員を配置する
ほか、町職員による監視パトロールや
不法投棄物の撤去等を行う。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

６　産業廃棄物処理業およ
　び特別管理産業廃棄物処
　理業の許可

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
14条第１項、第４項、第14条の４第１
項、第４項に定める許可を行う。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

７　一般廃棄物処理施設お
　よび産業廃棄物処理施設
　の設置許可等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
８条第１項、第15条第１項に定める許
可を行う。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

８　産業廃棄物の再生利用
　業者の指定等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
14条第１項ただし書きに規定する再生
利用業の指定について、円滑かつ適切
な運用を図る。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

９　一般廃棄物の再生利用
　業者の指定等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
７条第１項ただし書きに規定する再生
利用業の指定について、円滑かつ適切
な運用を図る。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

10　産業廃棄物および特別
　管理産業廃棄物排出事業
　者・処理業者の指導、監
　督

市内で、最終処分場または中間処理施
設を設置し業を行っている者に対し、
廃棄物処理及び清掃に関する法律第19
条に基づく立入検査等を行い、産業廃
棄物が適正に処理されるように指導・
監督を行う。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

11　産業廃棄物排出事業者
　の減量化

産業廃棄物排出事業者は、秋田市産業
廃棄物排出事業者指導要綱第３条によ
り産業廃棄物の抑制等について努める
こととしている。
また、廃棄物の処理及び清掃に関する
法律第12条の規定により産業廃棄物の
減量化・再利用の促進と適正処理の確
保を図るため、多量排出事業者につい
ては、処理計画の提出と処理計画の実
施状況の報告が義務付けられている。
さらに、同条の規定による縦覧を行う
ことにより、産業廃棄物の減量につい
ての啓発を図る。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

12　ごみ資源化（家電リサ
　イクル法関連）

家電４品目の処理のしかたについて
は、市内全戸に配布している「暮らし
の伝言板」に掲載し周知を図ってい
る。
　また、市民からの問い合わせについ
ては回収業者や回収方法について指導
を行っている。

家電４品目の処理のしかたについて
は、町内全戸に配布している「ごみの
分別と出し方」に掲載し周知を図って
いる。
  また、町民からの問い合せについて
は回収業者や回収方法について指導を
行っている。

家電４品目の処理のしかたについて
は、町内全戸に配布している「ごみの
分別と出し方」に掲載し周知を図って
いる。
  また、町民からの問い合せについて
は回収業者や回収方法について指導を
行っている。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

13　ごみ資源化（啓発活動
　・排出抑制）

ごみの減量・排出抑制および再資源化
のため、事業系廃棄物減量・再資源化
事業および家庭系廃棄物減量・再資源
化事業を推進するとともに、事業啓発
用パンフレットの配布を行う。
また、２年に１度、ごみ収集やリサイ
クルについて掲載した「暮らしの伝言
板」を作成し、市内全戸に配布する。

ごみの減量・排出抑制および再資源化
のため、循環型基本法およびリサイク
ル法に基づき、リサイクルを推進す
る。
町広報によりごみの分け方や出し方に
ついて、全世帯へ周知徹底を図る。

【配布方法】
年１回嘱託員が配布する。

ごみの減量・排出抑制および再資源化
のため、事業系廃棄物減量・再資源化
事業、家庭系廃棄物減量・再資源化事
業および生ごみリサイクル事業につい
て町広報等で周知を図る。
 毎年１回、ごみ収集やリサイクルに
ついて掲載した「ごみの分別と出し
方」のパンフレットを作成し、町民の
理解と協力を図るため、町内全戸に配
布する。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

14　家庭系廃棄物減量・再
　資源化事業

自主的な集団回収に対し奨励金を交付
することで、ごみの減量や資源の有効
利用、環境美化に対する市民の意識の
高揚を図る。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

15　事業系廃棄物減量・再
　資源化事業

排出事業者への啓発・指導の実施や収
集許可業者への奨励金交付、多量排出
事業者対策等により、資源化物の回収
システムの円滑化を図り、事業系一般
廃棄物の減量・リサイクルに努める。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

16　ごみ資源化（容器包装
　リサイクル法関連）

容器包装の再資源化のため、他に再資
源化が可能な廃棄物とともに、分別回
収を促進する。
ごみの減量・資源の有効活用を図るた
め、各種市民団体が自主的に実施する
集団回収について奨励金を交付する。

①ごみ分別収集について掲載した「暮
らしの伝言板」を市内全戸に配布する
とともに、集団回収を実施している市
民団体および集団回収業者に奨励金の
案内を送付する。
②ごみ収集について「家庭ごみ」「資
源ごみ」「粗大ごみ」に分別収集し、
資源ごみについては再利用、再資源化
を図る。

容器包装の市町村による分別収集や容
器包装の製造、利用業者による再資源
化を促進する。
また、リサイクル可能容器の使用の促
進や過剰な容器包装使用抑制に努め
る。

①ごみ分別収集について掲載した「ご
みの分別と出し方」を全戸に配布し、
周知を図る。
②ごみ収集について「家庭ごみ」「資
源ごみ」「粗大ごみ」に分別収集し、
資源ごみについては再利用、再資源化
を図る。

容器包装の再資源化のため、他に再資
源化が可能な廃棄物とともに、分別回
収を促進する。

①ごみ分別収集について掲載した「ご
みの分別と出し方」を全戸に配布し、
周知を図る。
②ごみ収集について「家庭ごみ」「資
源ごみ「粗大ごみ」に分別収集し、資
源ごみについては再利用、再資源化を
図る。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

17　指定ごみ袋承認 指定ごみ袋の規格等について定め、一
般家庭及び事業所がごみを排出する際
に用いる袋として、その製造を承認す
る。
　・家庭ごみ用袋
　・資源化物用袋

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

18　古紙ステーション回収
　システム支援経費

資源化物として各家庭からごみ集積所
に排出する古紙類（新聞紙・段ボー
ル・牛乳パック・雑誌類）を回収する
ことにより、再利用とごみの減量に資
する事業者に対し助成金を交付し、事
業の維持継続を図る。

1.回収数　   月２回
2.回収体制　古紙回収協会
3.売却収入　協会の収入

資源化物として各家庭からごみ集積所
に排出する古紙類を回収することによ
り、再利用とごみの減量に努める。

1.回収数　  　月１回
2.回収体制　　民間委託
3.売却収入　　委託業者の収入

資源化物として各家庭からごみ集積所
に排出する古紙類を回収することによ
り、再利用とごみの減量に努める。

１．回収数　　月１回
２．回収体制　保全公社委託
３．売却収入　町の歳入

回収方法が異なる。 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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